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「新しい階級社会」と政治の液状化を避けるために 

財政ポピュリズムの起源 
 

河野 龍太郎
 

今回の自民党総裁選の論戦では、自公与党が政権運営を安定させるため、連立の

拡大を模索していることを改めて印象付けた。衆院、参院共に過半を割り込んで

いるため、誰が自民党総裁になっても、今のままでは政権運営は容易ではない。

ただ、連立の枠組みを拡大しさえすれば、政権運営が安定するのかと言えば、事

はそう簡単ではない。それは単に、連立拡大に伴う政権運営の難しさの話だけで

はない。 

 

ストレートに言ってしまえば、既存政党は有権者が抱える問題の解決策を十分に

提示できておらず、有権者を引きつけることが難しくなっているのである。連立

拡大で過半を一時的に回復したとしても、再び選挙をすれば、過半に達しないと

いうリスクがあるのではないか。これは、オランダやベルギー、スペイン、イタ

リアなど欧州で見られる政治現象でもある。本稿では、改めて日本政治が直面す

る社会問題についてフォーカスする。 

 

筆者は、2 月に上梓した『日本経済の死角 収奪的システムを解き明かす』（ち

くま新書）で、経済学的な視点から、昨年 10 月末の自公の過半割れとポピュリス

ト政党の躍進を分析し、分配問題を解決しなければ、政治の液状化が避けられな

いことを論じた。筆者の分析を前提にすると、7 月の参議院選挙の結果は、必然

であったようにも思われる。筆者は、前掲書で、以下の主張を行っていた。 

 過去四半世紀、日本では、時間当たり生産性が 3 割改善したにもかかわらず、

時間当たり実質賃金は全く上がっていない。それでも長期雇用制の枠組みに

いる正社員は、定期昇給の恩恵に与り、属人ベースでは、実質賃金は緩やか

に改善していた。しかし、長期雇用制の枠外にいる非正規社員は、元々の賃

金水準が極めて低く、経験を積んでも定期昇給もなく、過去四半世紀、苦境

が続いていた。それでもゼロインフレだったため、何とか生活できていたが、

2020年にコロナ禍が訪れ多大なダメージを被り、その後、2022年以降の高イ

ンフレの直撃で、生活を破壊された人が増えていた。 

 

 過去四半世紀、IT デジタル革命や第二次グローバリゼーションの影響で、中

間的な賃金の仕事が失われ、低賃金の仕事に流れ込む人が増え、日本でも高

賃金と低賃金の仕事への二極化が進んだ。本来なら、欧州のように働き方に
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かかわらず、事業者が社会保険料を負担する「被用者皆保険制」を整える必

要があったが、今も道半ばである。また、中間的な賃金の仕事に戻れるよう

就業訓練を政府が準備し、その受講を条件に手厚い生活保障を行う欧州型の

「積極的労働市場政策」の導入も必要だったが、未だ手つかずである。社会

の変化に対応した社会保障のアップグレードは放置されたままだが、今や就

職氷河期・前期世代は 50 歳台を迎えている。 

 

 現在の日本経済は、完全雇用に近く、極めて低い実質金利がもたらす円安イ

ンフレや、セクトラルショックによる食品価格の上昇などがホームメイドイ

ンフレ化しやすく、高いインフレが続いている。過半割れした自公与党が物

価高対策を求める野党の要求によって、拡張的な財政政策を続けているが、

それが一段のインフレ圧力を生むため、有権者の怒りは収束せず、政治の液

状化が続く恐れがある。 

 

こうした筆者の分析と共に、今回の参議院選挙での連立与党の大敗を予測してい

たのは、社会階級論の第一人者である社会学者の橋本健二である。『新しい階級

社会 最新データが明かす＜格差拡大の果て＞』（講談社現代新書）では、三大

都市圏での調査を基に、日本の階級社会の変容を炙り出していた。 

 

橋本の語法を用いると、資本主義社会では、企業経営に携わる「資本家階級」と

彼らに雇われる「労働者階級」に分かれるが、その間に、二つの中間階級が存在

する。一つは大企業を中心に、労働者階級の上位に位置する管理職や専門職など

の「新中間階級」であり、もう一つは自営業者など独立した「旧中間階級」であ

る。さらに、近年、労働者階級は「正規労働者階級」と非正規雇用など最下層の

「アンダークラス」に二極化している。橋本は、「資本家階級」、「旧中間階

級」、「新中間階級」、「正規労働者階級」、「アンダークラス」の 5 つに分け

て、日本社会を分析している。 

 

多くの研究と同様、格差の固定化の進展を明らかにしているが、「アンダークラ

ス」は賃金水準が極めて低く、その結果、未婚も多く、子どもを持つことができ

ない。つまり、「階級の再生産」すら困難になっている。社会の多様化で、結婚

しない生き方、子どもを持たない生き方が一つのライフスタイルとして広く認知

されるようになった結果、そこに企業が付けこみ、家族を形成することができな

い低賃金労働が社会的に許容されるようになったと舌鋒鋭い指摘を行っている。 

新しい階級社会 

再生産されないアンダ

ークラス 

図 1：日本の生産性と実質賃金 

（暦年、1998 年＝100、時間当たり) 

 図 2：男性の賃金カーブ 

（2024 年、所定内給与、千円） 
 

 

 

(出所) 総務省、厚生労働省、内閣府資料より、BNP パリバ証券作成  (出所) 厚生労働省資料より、BNP パリバ証券作成 
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橋本は、「アンダークラス」を「新しい階級社会」のブラックホールと呼び、再

生産されないため、他の階級の人々が「アンダークラス」に転がり落ちている、

としているが、どのような属性の人が転落しやすいのかオッズ分析も行っている。 

 

このように、「アンダークラス」は、ただでさえ苦しい状況にあったが、そこに

コロナ禍が直撃し、同じくサービス部門に従事することが多い自営業者ら「旧中

間階級」と共に、所得が大きく減少し、困窮を余儀なくされたことを明らかにし

ている。筆者の分析と同様、昨年の衆院選と今年の参院選で自公与党が大敗した

のは、単に足元の円安インフレだけが原因ではなかったことを示唆している。こ

れが、「給付や減税」といった対症療法では、有効な対策とならない理由の一つ

でもある。 

 

橋本の著作の白眉は、クラスター分析によって、人々の政治意識の類型化を行っ

た第八章「格差をめぐる対立の構図と日本の未来」である。かつて自民党の支持

基盤には、再分配にも寛容な「伝統的保守」が中核を占めていたとされる。現在

もそれが中核であること変わりはないが、2012 年の政権奪還後、安倍晋三率いる

自民党は、左派の民主党に対抗するため、右旋回し、その際、再分配に否定的な

「新自由主義的右翼」も取り込んだ。 

 

この新自由主義的右翼が、昨年の衆院選挙で参政党や保守党の支持に回ったとい

う仮説を橋本は示しているが、今回の参院選でそれが証明されたということだろ

うか。ただ、参政党はオーガニックやスピリチュアリズムも訴え、リベラル派も

取り込んでいるから、この主張がより当てはまるのは、保守党というべきかもし

れない。この他、橋本のクラスター分析は、国民民主党の躍進が、伝統的保守の

一部が自民党から流出したことも示唆していると思われる。今回の自民党総裁選

で、各候補の主張が近づいているのは、伝統的保守、新自由主義的右翼のいずれ

にもアピールする必要があるからなのだろう。 

 

因みに、本書の分析によれば、意外なことに日本の最大勢力は再分配に寛容なリ

ベラル派であることが示されている。社会哲学者の橋本努らの研究でも同様の分

析結果が得られているが、与野党ともに既存政党はそうした有権者を取り込めて

いない。再分配に寛容なリベラル派の圧倒的多数は無党派層となっている。冒頭

新自由主義的右翼と伝

統的保守の自民離れ 

図 3：5 つのクラスターの政治意識と支持政党～支持政党 

（2022 年、％） 

 図 4：5 つのクラスターの特徴 

（2022 年） 
 

 

 
 

 

(出所) 橋本健二著『新しい階級社会』p.299 より、BNP パリバ証券作成  (出所) 橋本健二著『新しい階級社会』p.302 より、BNP パリバ証券作成 
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で述べたように、連立の枠組みを拡大しても、再び与党が過半を割るリスクがあ

るというのは、そうした無党派層を取り込む見込みが立っていないと考えられる

ためである。 

 

最後に、日本の政治の先行きを考える上で、無視し得ない「財政ポピュリズム」

について論じる。ここで筆者が財政ポピュリズムと呼んでいるのは、具体的には、

消費減税論であるとか、ザイム真理教論のことである。『世界経済の死角』で筆

者は、それが「日本版ディープステートの陰謀論」であり、日本版ポピュリズム

であると位置づけた。ポピュリズムを大衆迎合主義と解説する人もいるが、筆者

自身は、社会エリートに対抗する人民主義運動と位置付けている。 

 

日本経済が完全雇用に近い中で、拡張財政を繰り返せば、インフレが加速するだ

けであって、最も所得水準の低い人がダメージを被るから、非合理な主張だと捉

える読者も多いだろう。筆者もそう思う。ただ、フランスの黄色いベスト運動の

スローガンの一つであった「エリートたちは世界の終わりを語るが、私たちは月

末を語る」という言葉を思い出す必要もあるだろう。日々の生活のやりくりで、

来月以降のインフレの問題どころではない、ということである。 

 

また、右派ポピュリズムと左派ポピュリズムの違いについても考えておく必要が

あるだろう。経済学者のダニ・ロドリックが早い段階で整理していた通り、右派

ポピュリズムは、社会保障制度が充実した欧州などの先進国で出現し、不満の矛

先は移民や外国人に向かった。移民や外国人が増えれば、社会保障制度がパンク

しかねず、自分たちの負担が増え、給付が減るというわけである。一方、左派ポ

ピュリズムは、社会保障制度が元々脆弱で、所得格差が大きく、経済的な弱者の

サポートが十分ではないラテンアメリカなどグローバルサウスの国々で現れ、不

満の矛先は、緊縮財政を強いる財務当局や市場改革を要請する IMF や WTO など

の国際機関に向かった。 

 

欧州で右派ポピュリズムが観測されるのは、オーストリアやスイス、オランダ、

ドイツ、フランスなどの比較的豊かな国々であり、左派ポピュリズムが観測され

るのは、ギリシャやポルトガル、スペイン、イタリアなど、どちらかと言えば豊

かではない国々である。 

 

財政ポピュリズムの躍

進 

左派と右派のポピュリ

ズム 

図 5：片働き世帯の年収と負担率の関係 

(OECD 平均と日本、2021 年) 

 図 6：共働き世帯の総年収と負担率の関係 

（OECD 平均と日本、2021 年） 
 

 

 
 

 

 
(出所) NIRA 総研 『NIRA オピニオンペーパー no.65/2023 May』  (出所) NIRA 総研 『NIRA オピニオンペーパー no.65/2023 May』 
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日本のポピュリズムは、左右両方の要素が見られるわけだが、これは何を意味し

ているのだろうか。一言でいえば、日本は先進国であり、社会保障制度が整備さ

れているとは言うものの、よく言って「中福祉」であり（「低負担」なのだから

仕方がない）、欧州の北の国々のように、低所得層や子育て世代には必ずしも寛

容ではない、ということが影響しているのだろう。また、冒頭に述べたように、

経済社会の変化に伴って家計が直面する新たなリスクに全く対応できていない、

ともいえる。だから、そうした問題にフォーカスを当てた国民民主党や参政党が

躍進しているのかもしれない。 

 

実際、日本は、所得階層が低い世帯、特に子どもがいる世帯では、OECD 平均に

比べると、相対的に負担率が高い。2010 年代に消費税が 5％から 10％に引き上げ

られた際、所得が低い階層においては、消費税負担が高まったが、一方で、追加

的な恩恵がさほど増えたわけではなかった。自公政党が、児童手当を拡充したの

は、そうした問題を認識していたからでもある。この問題について、エコノミス

トの翁百合が論点を分かりやすく整理しているため、以下、簡単に紹介する。 

 

 片働き世帯については、OECD 平均で、子どもあり世帯の方が、子どもなし

の世帯より負担率はかなり低いが（14〜25 ポイント）、日本ではその差が 7

〜11 ポイントに留まり、子どもあり世帯の負担は、特に年収が低い世帯で相

低所得世帯と子どもあ

り世帯に厳しい日本 

図 7：共働き·子どもなし世帯の総年収と負担率の構成(OECD 平均と日本、2021 年) 
 

 
（注) 上図は、図 6 の青色の点線(OECD)と実線(日本)の負担率を、税と社会保険料に分解したものである。日本の生活保護の対象は、世界年収の 43％水準まで

となるため、グラフには表れない。 

(出所) NIRA 総研 『NIRA オピニオンペーパー no.65/2023 May』 

図 8：共働き·子どもあり世帯の総年収と負担率の内訳(OECD 平均と日本、2021 年)  
 

（注) 上図は、図 6 の青色の点線(OECD)と実線(日本)の負担率を、税と社会保険料、各種手当に分解したものである。 

(出所) NIRA 総研 『NIRA オピニオンペーパー no.65/2023 May』 
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対的に高い。子どもあり世帯の負担は、低所得層を除いて、 OECD 平均と同

程度だが、子どもなし世帯の負担が OECD 平均と比べて低いため、低所得の

子どもあり世帯の支援が相対的に不足している。また、子どもなし世帯につ

いても、最も所得が低い階層については、OECD 平均に比べて負担は大きい。 

 

 共働き世帯については、OECD 平均では、子どもあり世帯への支援は手厚く、

社会扶助と諸手当で負担が軽減されている。日本は子どもあり世帯全体とし

ては同水準だが、平均年収以下の世帯では、負担率が OECD 平均を大きく上

回っており、低所得層の共働き世帯で、特に手当が十分に機能していない。

また、子どもなし世帯でも、最も所得が低い階層については、OECD 平均に

比べて負担は重い。 

 

 負担構造を見ると、OECD は税負担が高く、社会保険料の比率が相対的に低

い。日本は税負担が低く、社会保険料の比率が、特に低所得層で高い。子ど

もの有無で税・社会保険料の構成は変わらないが、相対的に社会保険料が子

ども世帯の実質的な負担を押し上げている。 

 

 家族手当などについてみると、OECD 諸国は手当が広範に支給され、所得が

平均の 2〜3 倍でも一定額が支給されるケースが多い。日本の児童手当は支

給対象が低所得層中心だが、支給額が OECD 平均に比べて低く、税・保険料

の負担が十分相殺できていない。 

 

翁の論文は、日本の課題が、低所得の子どもあり世帯の負担率が高いこと、また、

社会保険料のウエイトが相対的に高く、かつ相対的に保険料の上限が低いため、

逆進性が強く、低所得層にとって重い負担になっていることを示している。対応

策として、低所得層や、子育て世帯への社会保険料の軽減や、累進的税制強化を

財源とした、それらの世帯への税負担の軽減などが考えられるだろう。 

 

先ほども触れたが、参議院選挙では、「給付か減税か」が論じられた。しかし、

本当に必要なのは、まず、企業が生産性向上に応じて実質賃金を引き上げると共

に、政府の役割としては、これまで放置されてきた社会保障のアップグレードで

あり、それらについて、論戦を交わすべきであった。 

 

自民党総裁選では、候補者から「給付つき税額控除」の導入という主張が発せら

れるようになったが、本来は、2010 年代の消費増税の際に、若年の低中所得世帯

や子育て世帯の負担を軽減するために導入すべきだったのである。社会保障のア

ップグレードを怠ったままでは、拡張財政を繰り返しても、物価上昇圧力が増す

ばかりであり、有権者の怒りは収束せず、政治の液状化は止まらない。 

 

  

政治の液状化は続くの

か 
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